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第 35 回米原市都市計画審議会議案 

 

 

番 号 議  案  名 頁 

議第１号 

彦根長浜都市計画入江丸葭地区地区計画の変更（米原市決

定）および米原市都市計画マスタープランの一部改訂につい

て 

３ 
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議第１号 

 

 

 

彦根長浜都市計画入江丸葭地区地区計画の変更（米原市決定）および 

米原市都市計画マスタープランの一部改訂について 

 

 

 このことについて、次のとおり米原市長から諮問されましたので、審議願います。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  令和３年(2021 年)７月 30 日 

 

 

米原市都市計画審議会 

会長 井 口  貢 
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彦根長浜都市計画入江丸葭地区地区計画の変更（米原市決定）および 

米原市都市計画マスタープランの一部改訂について（諮問） 

 

 

 このことについて、都市計画法（昭和 43 年法律第 100 号）第 21 条第２項の規定におい

て準用する同法第 19 条第１項の規定および同法第 18 条の２第２項の規定に基づき諮問し

ます。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  令和３年(2021 年)７月 30 日 

 

 

米 原 市 長  平 尾 道 雄    
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彦根長浜都市計画地区計画の変更（米原市決定） 

都市計画入江丸葭地区地区計画を次のように変更する。 

 

名     称 入江丸葭地区地区計画 

位     置 米原市入江字丸葭 201 番１外 

面     積 約 6.5 ha 

区

域

の

整

備

・

開

発

及

び

保

全

の

方

針 

地区計画の目標 

本地区は、ＪＲ米原駅の南西約 1.0 ㎞の範囲内にあり、市街化区

域から連担する市街化調整区域内の既成市街地に隣接し、近くには

米原小学校や米原中学校といった教育施設が立地するなど、居住環

境が整った地域にある。 

本地区を含む周辺地区は、戦中戦後の国営干拓事業により内湖か

ら造成された干拓地の一部ではあるが、農業振興地域の整備に関す

る法律に規定する農用地区域外となっている。 

地区内にある農地は、近年耕作されておらず、有効な土地利用が

期待されるとともに、不良な宅地が形成されないよう、適切な規制・

誘導が求められている。 

本地区計画では、周辺の田園風景や自然環境と調和した良質な宅

地を供給することによって、無秩序な開発を防止するとともに、若

者世代の定住に寄与する優良な住宅地を形成することを目標とす

る。 

土地利用の方針 

(１) 周辺の田園風景や自然環境との調和を図りつつ、優良な低層

住宅地としての土地利用を行い、その維持保全を図る。 

(２) 本地区は、入江干拓地内にあり、想定し得る最大規模の降雨

により琵琶湖が氾濫した場合に浸水が想定されることから、想定

最大規模降雨においても、水害による甚大な被害を回避できるよ

う、安全・安心な市街地の形成を目指す。 

地区施設の整備方針 

(１) 既存の市道入江上多良線は、地区施設とし、地区内外を結ぶ

道路としての機能が有効に発揮されるよう計画する。 

(２) 新たに設ける地区内の道路は、行き止まり道路とせず、地区

内の交通に支障を来たさないよう適正に配置し、区域内を横断す

る幹線道路を設ける。また、後背地の土地利用や生活環境を阻害

することのないよう、周辺地区に配慮した道路配置とする。 

建築物等の整備方針 

(１) 良好な低層住宅地としての環境を保全するため、建築物の用

途および建築物の壁面の位置を制限するとともに、建蔽率、容積

率および建築物の高さの最高限度を定める。 

(２) 敷地細分化等による居住環境の悪化を防止するため、建築物

の敷地面積の最低限度を定める。 

(３) 想定最大規模降雨においても浸水による被害が軽減できるよ

う、建築物の形態の制限を定める。 

(４） 商業地区については、隣接する市街化区域の用途と調和のと

れた建築物の用途制限とする。 
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地

区

整

備

計

画 

地区施設の 

配置および規模 

道路 幅員 6.5ｍ 延長約 200ｍ 

道路 幅員 9.0ｍ 延長約 360ｍ 

建

築

物

等

に

関

す

る

事

項 

地区の 

区分 

区分の 

名称 
住宅地区 商業地区 

区分の 

面積 
約 5.8 ha 約 0.7 ha 

建築物の 

用途の制限 

次の各号に掲げる建築物以外の建築物は、建築してはならない。 

(１) 建築基準法別表第二(い)の項第１号(長屋は除く。)および同項第２号に規定する建築物 

(２) 集会所その他自治会活動に必要な建築物 

(３) 前２号の建築物に付属するもの 

次の各号に掲げる建築物は建築してはならない。 

(１) 建築基準法別表第二(ほ)の項第２号に規定する建築物 

(２) 建築基準法別表第二(り)の項に規定する建築物 

建築物の容積率 

の最高限度 
10 分の 10 10 分の 20 

建築物の建蔽率 

の最高限度 
10 分の６ 10 分の６ 

建築物の敷地面積 

の最低限度 
200 ㎡ （隅切した敷地は 180 ㎡） 200 ㎡ （隅切した敷地は 180 ㎡） 

建築物の壁面の位

置の制限 

建築物の外壁またはこれに代わる柱の面から道路境界線または隣地境界線までの距離を 1.0

ｍ以上とする。ただし、外壁の後退距離の限度に満たない距離にある建築物または建築物の部

分が建築基準法施行令第 135条の 21 各号のいずれかに該当する場合は除く。 

― 

建築物の高さ 

の最高限度 
10ｍ 建築物の高さの最高限度は、良好な景観形成の観点から周囲の景観と調和した高さとする。 

建築物の各部分 

の高さ（北側斜線） 

当該部分から前面道路の反対側の境界線または隣地境界線までの真北方向の水平距離に1.25

を乗じて得たものに５ｍを加えたもの以下とする。 
― 

垣または柵の 

構造の制限 
周辺景観および敷地内の状況に配慮し、調和の得られる形態、意匠および色彩とする。 ― 

土地の

利用に

関する

事項 

良好な居

住環境を

確保する

ために必

要な制限 

(１) 開発行為における地盤面の高さは、開発区域の周辺の土地の地形および利用の態様等に照らしてやむを得ないと認められる場合を除き、原則、琵琶湖基準水位＋1.5 メートル以上とする。 

(２) 前号によるやむを得ないと認められる場合にあっては、開発行為における地盤面と琵琶湖の洪水浸水想定水位との高低差を３メートル未満とする。ただし、宅地または建物の売買等に

おいて、宅地建物取引業者は、売買の相手方等に対して、当該地区の想定浸水深および洪水浸水想定区域に関する情報を提供するよう努めなければならない。 

(３) 居住の用に供する建築物は、１以上の居室の床面または避難上有効な屋上の高さを琵琶湖の洪水浸水想定水位以上とする。また、想定水位以下の部分は、安全を確保するために必要な

耐水化対策を行うよう努めるものとする。 

区域は計画図表示のとおり 

 

理由 

本地区は、周辺の田園風景や自然環境と調和した良質な宅地を供給することによって、無秩序な開発を防止するとともに、若者の人口流入と流出抑制を図り、交通利便性の高い米原駅を核に若者世代の定住に寄与する優良

な住宅地を形成するものです。 

また、地域幹線道路である県道彦根米原線に面し、市街化区域や米原駅に隣接する地区であることから、地域特性を生かしたまちづくりを推進し、にぎわい創出を図るため、地区計画決定を行うものです。 
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彦根長浜都市計画地区計画の変更（米原市決定）新旧対照表 

 新 旧 
名    称 入江丸葭地区地区計画 入江丸葭地区地区計画 
位    置 米原市入江字丸葭 201 番１外 米原市入江字丸葭 228 番外 
面    積 約 6.5 ha 約 0.5 ha 

区

域

の

整

備

・

開

発

及

び

保

全

の

方

針 

地区計画の目標 

本地区は、ＪＲ米原駅の南西約 1.0 ㎞の範囲内にあり、市街化区域から連担す

る市街化調整区域内の既成市街地に隣接し、近くには米原小学校や米原中学校と

いった教育施設が立地するなど、居住環境が整った地域にある。 

本地区を含む周辺地区は、戦中戦後の国営干拓事業により内湖から造成された

干拓地の一部ではあるが、農業振興地域の整備に関する法律に規定する農用地区

域外となっている。 

地区内にある農地は、近年耕作されておらず、有効な土地利用が期待されると

ともに、不良な宅地が形成されないよう、適切な規制・誘導が求められている。 

本地区計画では、周辺の田園風景や自然環境と調和した良質な宅地を供給

することによって、無秩序な開発を防止するとともに、若者世代の定住に寄

与する優良な住宅地を形成することを目標とする。 

本地区は、ＪＲ米原駅の南西約 0.7 ㎞の位置にあり、市街化区域から連担す

る市街化調整区域内の既成市街地に隣接し、近くには米原小学校や米原中学校

といった教育施設が立地するなど、居住環境が整った地域にある。 

本地区を含む周辺地区は、戦中戦後の国営干拓事業により内湖から造成され

た干拓地の一部ではあるが、農業振興地域の整備に関する法律に規定する農用

地区域外となっている。 

地区内にある農地は、近年耕作されておらず、有効な土地利用が期待される

とともに、不良な宅地が形成されないよう、適切な規制・誘導が求められてい

る。 

本地区計画では、周辺の田園風景や自然環境と調和した良質な宅地を供給

することによって、無秩序な開発を防止するとともに、若者世代の定住に寄

与する優良な住宅地を形成することを目標とする。 

土地利用の方針 

(１) 周辺の田園風景や自然環境との調和を図りつつ、優良な低層住宅地として

の土地利用を行い、その維持保全を図る。 
(２) 本地区は、入江干拓地内にあり、想定し得る最大規模の降雨により琵琶

湖が氾濫した場合に浸水が想定されることから、想定最大規模降雨において

も、水害による甚大な被害を回避できるよう、安全・安心な市街地の形成を

目指す。 

(１) 周辺の田園風景や自然環境との調和を図りつつ、優良な低層住宅地とし

ての土地利用を行い、その維持保全を図る。 
(２) 本地区は、入江干拓地内にあり、想定し得る最大規模の降雨により琵琶

湖が氾濫した場合に浸水が想定されることから、想定最大規模降雨において

も、水害による甚大な被害を回避できるよう、安全・安心な市街地の形成を

目指す。 

地区施設の整備方針 

(１) 既存の市道入江上多良線は、地区施設とし、地区内外を結ぶ道路としての

機能が有効に発揮されるよう計画する。 

(２) 新たに設ける地区内の道路は、行き止まり道路とせず、地区内の交通に

支障を来たさないよう適正に配置し、区域内を横断する幹線道路を設ける。

また、後背地の土地利用や生活環境を阻害することのないよう、周辺地区に

配慮した道路配置とする。 

(１) 既存の市道入江上多良線は、地区施設とし、地区内外を結ぶ道路として

の機能が有効に発揮されるよう計画する。 

(２) 新たに設ける地区内の道路は、行き止まり道路とせず、地区内の交通に

支障を来たさないよう適正に配置する。また、後背地の土地利用を阻害する

ことのないよう、周辺地区に配慮した道路配置とする。 

建築物等の整備方針 

(１) 良好な低層住宅地としての環境を保全するため、建築物の用途およ

び建築物の壁面の位置を制限するとともに、建蔽率、容積率および建築

物の高さの最高限度を定める。 
(２) 敷地細分化等による居住環境の悪化を防止するため、建築物の敷地

面積の最低限度を定める。 
(３) 想定最大規模降雨においても浸水による被害が軽減できるよう、建

築物の形態の制限を定める。 

(４） 商業地区については、隣接する市街化区域の用途と調和のとれた建築

物の用途制限とする。 

(１) 良好な低層住宅地としての環境を保全するため、建築物の用途および建

築物の壁面の位置を制限するとともに、建蔽率、容積率および建築物の高さ

の最高限度を定める。 
(２) 敷地細分化等による居住環境の悪化を防止するため、建築物の敷地面積

の最低限度を定める。 
(３) 想定最大規模降雨においても浸水による被害が軽減できるよう、建築

物の形態の制限を定める。 
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彦根長浜都市計画地区計画の変更（米原市決定）新旧対照表 

 

 新 旧 

地

区

整

備

計

画 

地区施設の 

配置および規模 

道路 幅員 6.5ｍ 延長約 200ｍ 

道路 幅員 9.0ｍ 延長約 360ｍ 
道路 幅員 6.5ｍ 延長約 64ｍ 

建

築

物

等

に

関

す

る

事

項 

地区の 

区分 

区分の 

名称 
住宅地区 商業地区 入江丸葭地区 

区分の 

面積 約 5.8ha 約 0.7 ha 約 0.5 ha 

建築物の用途の制限 

次の各号に掲げる建築物以外の建築物は、建築してはならな

い。 
(１) 建築基準法別表第二(い)の項第１号(長屋は除く。)およ

び同項第２号に規定する建築物 

(２) 集会所その他自治会活動に必要な建築物 
(３) 前２号の建築物に付属するもの 

次の各号に掲げる建築物は建築してはならない。 

(１) 建築基準法別表第２(ほ)の項第２号に規定する建築物 

(２) 建築基準法別表第２(り)の項に規定する建築物 

 

 

次の各号に掲げる建築物以外の建築物は、建築してはなら

ない。 
(１) 建築基準法別表第二(い)の項第１号(長屋は除く。)

および同項第２号に規定する建築物 

(２) 集会所その他自治会活動に必要な建築物 
(３) 前２号の建築物に付属するもの 

建築物の容積率 
の最高限度 10 分の 10 10 分の 20 10 分の 10 

建築物の建蔽率 
の最高限度 10 分の６ 10 分の６ 10 分の６ 

建築物の敷地面積の

最低限度 200 ㎡ （隅切した敷地は 180 ㎡） 200 ㎡ （隅切した敷地は 180 ㎡） 200 ㎡ （隅切した敷地は 180 ㎡） 

建築物の壁面の位置

の制限 

建築物の外壁またはこれに代わる柱の面から道路境界線ま

たは隣地境界線までの距離を 1.0ｍ以上とする。ただし、外壁

の後退距離の限度に満たない距離にある建築物または建築物

の部分が建築基準法施行令第 135 条の 21 各号のいずれかに該

当する場合は除く。 

― 

建築物の外壁またはこれに代わる柱の面から道路境界線ま

たは隣地境界線までの距離を 1.0ｍ以上とする。ただし、外壁

の後退距離の限度に満たない距離にある建築物または建築物

の部分が建築基準法施行令第 135 条の 21 各号のいずれかに該

当する場合は除く。 

建築物の高さ 
の最高限度 10ｍ 

建築物の高さの最高限度は、良好な景観形成の観点から周囲

の景観と調和した高さとする。 
10ｍ 

建築物の各部分 
の高さ（北側斜線） 

当該部分から前面道路の反対側の境界線または隣地境界線

までの真北方向の水平距離に 1.25 を乗じて得たものに５ｍを

加えたもの以下とする。 

― 

当該部分から前面道路の反対側の境界線または隣地境界線

までの真北方向の水平距離に 1.25 を乗じて得たものに５ｍを

加えたもの以下とする。 

垣または柵の 
構造の制限 

周辺景観および敷地内の状況に配慮し、調和の得られる形

態、意匠および色彩とする。 
― 

周辺景観および敷地内の状況に配慮し、調和の得られる形

態、意匠および色彩とする。 

土地の利

用に関す

る事項 

良好な居

住環境を

確保する

ために必

要な制限 

(１) 開発行為における地盤面の高さは、開発区域の周辺の土

地の地形および利用の態様等に照らしてやむを得ないと認

められる場合を除き、原則、琵琶湖基準水位＋1.5 メートル

以上とする。 

(２) 前号によるやむを得ないと認められる場合にあっては、

開発行為における地盤面と琵琶湖の洪水浸水想定水位との

高低差を３メートル未満とする。ただし、宅地または建物の

売買等において、宅地建物取引業者は、売買の相手方等に対

して、当該地区の想定浸水深および洪水浸水想定区域に関す

る情報を提供するよう努めなければならない。 

(３) 居住の用に供する建築物は、１以上の居室の床面または

避難上有効な屋上の高さを琵琶湖の洪水浸水想定水位以上

とする。また、想定水位以下の部分は、安全を確保するため

に必要な耐水化対策を行うよう努めるものとする。 

(１) 開発行為における地盤面の高さは、開発区域の周辺の土

地の地形および利用の態様等に照らしてやむを得ないと認

められる場合を除き、原則、琵琶湖基準水位＋1.5 メートル

以上とする。 

(２) 前号によるやむを得ないと認められる場合にあっては、

開発行為における地盤面と琵琶湖の洪水浸水想定水位との

高低差を３メートル未満とする。ただし、宅地または建物の

売買等において、宅地建物取引業者は、売買の相手方等に対

して、当該地区の想定浸水深および洪水浸水想定区域に関す

る情報を提供するよう努めなければならない。 

(３) 居住の用に供する建築物は、１以上の居室の床面または

避難上有効な屋上の高さを琵琶湖の洪水浸水想定水位以上

とする。また、想定水位以下の部分は、安全を確保するため

に必要な耐水化対策を行うよう努めるものとする。 
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総括図 

入江丸葭地区 

地区計画 約 6.5ha 

1：10,000 
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入江丸葭地区地区計画の変更（大規模開発型）に伴う米原市都市計画マスタープラン

の一部改訂について 

 

 このたびの入江丸葭地区地区計画の変更については、類型が「大規模開発型」に該当するこ

とから、県都市計画課との事前協議において、「市街化調整区域における地区計画の策定にかか

る運用方針（平成 19 年６月 滋賀県土木交通部都市計画課）」の「大規模開発型地区計画の取

扱い」に基づき、「市町のマスタープランにその位置および目的がある程度具体的に定められて

いるものでなければならない。」との意見を受けました。 

 

 このため、当該地区計画の変更に併せて、米原市都市計画マスタープランを下記のとおり一

部改訂（地区計画の変更告示と同日付け）することとします。 

 

 

米原市都市計画マスタープラン 一部改訂（案） 

 米原市都市計画マスタープラン P.53（第５章 地域別構想 ＞ 5-2 西部地域 ＞（３）地域づく

りの方針 ＞ ①土地利用の方針《市街化調整区域の計画的な土地利用》）に次の一文を加える。 

 

●農地（米原駅近接の農業振興地域農用地区域外を中心とした地区） 

・鉄道駅の利便性を活かしたまちづくりを推進するため、市街化調整区域の性格に十分留意し、

隣接する市街化区域の用途地域と調和を図りながら地区計画制度を活用したまちづくりを進

める。 
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第 35 回米原市都市計画審議会 報告案件 

 

 

番 号 案  件  名 頁 

１ 都市計画道路の変更について 13 

２ 都市公園（（仮称）磯公園）事業について 15 

３ 
都市計画法第 34 条第 11 号・第 12 号指定区域の

見直しについて 
16 

４ 
湖北広域行政事務センター新一般廃棄物処理施

設の都市計画決定について 
19 
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報告案件１） 

 

都市計画道路の変更について 

 

 都市計画では、円滑な都市活動を支え、都市における生活の利便向上、良好な都市環境を確

保する上で必要な都市施設（道路、公園、供給施設等）を、着実かつ円滑に整備していくため

に、その位置、規模および構造等をあらかじめ定めることができます。 

 

 本市には、計画決定している道路（都市計画道路）が 26路線ありますが、そのうち長期にわ

たり未整備のままとなっている 11 路線について、計画決定当時から社会経済情勢が大きく変

化している中で、計画を維持するのか、変更または廃止するのか、改めて検討を行い、令和２

年 10月に「米原市都市計画道路見直し方針」を策定しました。 

 

☞ 路線ごとの見直し方針は、評価結果のまとめ（次ページ）参照 

 

 見直し方針において、「廃止」または「変更」を方針とした路線・区間については、地域住民

への説明、合意形成を進めながら、今後、都市計画の変更の法手続を進めることとなります。 

 

 〔手続フロー（概要）〕 

県決定 市決定 

滋賀県 米原市 滋賀県 米原市 

県素案の作成 

関係機関協議 

 

 

県原案の作成 

 

法 17条縦覧 

県都計審 

決定告示 

市素案の作成 

（関係機関協議） 

素案の修正 

地域説明会等 

市原案の作成 

 

市意見聴取【都計審】 

 

 

（下協議） 

（関係機関協議） 

 

 

事前協議 

 

 

知事協議 

 

市素案の作成 

関係機関協議 

素案の修正 

地域説明会等 

市原案の作成 

 

法 17条縦覧 

都計審 

決定告示 
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米原市都市計画道路見直し方針（令和２年(2020 年)10 月策定）   米原市 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

見直し対象の11路線の検討結果を図お

よび表で示しています。対象路線のうち４路

線は区間割をし、全 17 区間について、見直

し方針を「存続候補」、「変更候補」、「廃止

候補」にそれぞれ結論付けました。 

◇ 

今後、関係機関協議を行った上で、都市

計画道路見直し結果を踏まえ、「廃止」また

は「変更」と判断した路線・区間については、

地域住民への説明、合意形成を進めながら、

都市計画変更の法手続を進めます。 

 

3 

4-① 

5 

7 

11-② 

11-① 

No. 路線名 決定 区割 見直し方針 

1 3・4・12 長沢西上坂線 県 ① 廃止候補路線 

   ② 廃止候補路線 

   ③ 廃止候補路線 

2 3・4・14 米原湖岸線 県 ① 存続候補路線 

3 3・4・18 彦根米原線 県 ① 変更候補路線（法線） 

4 3・5・101 箕浦多和田線 県 ① 変更候補路線（法線） 

   ② 変更候補路線（法線） 

   ③ 廃止候補路線 

5 3・5・410 近江長浜線 県 ① 存続候補路線 

6 3・5・411 碇高溝顔戸線 県 ① 存続候補路線 

   ② 存続候補路線 

7 3・4・16 筑摩上多良線 市 ① 廃止候補路線 

8 3・4・17 入江梅ヶ原線 市 ① 変更候補路線（幅員） 

9 3・5・401 碇高溝狐塚線 市 ① 変更候補路線（法線・起終点） 

10 3・5・104 能登瀬多和田線 市 ① 存続候補路線 

11 3・5・409 顔戸長沢線 市 ① 変更候補路線（法線） 

   ② 廃止候補路線 

 

 整備済路線 

 存続候補路線 

 変更候補路線 

 廃止候補路線 

 

➤➤ 評価結果のまとめ 
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報告案件２）都市公園（（仮称）磯公園）事業について 

15 

地域の活力や生きがい、健康づくり等につながる都市公園づくり  

 

 

１ 概要  

米原市緑の基本計画にて、本市西部地域における運動レクリエーション

機能や、本市の南域の玄関口の機能を担う公園と位置付けし、平成 21 年に

都市計画決定している磯公園について、事業着手に向けた取組を進めます。 

当計画地にて、学校法人松風学園 彦根総合高等学校によるグラウンド施

設（硬式野球場等）の整備が進んでいることから、公園整備を一体に進め、

公民連携により、地域の活力や生きがい、健康づくり等につながる拠点づ

くりに取り組みます。 

 

２ 計画内容  

公園名 ：（仮称）磯公園 

事業種別：都市公園事業（社会資本整備総合交付金） 

事業概要：令和４年度からの事業採択を目指し、令和３年度は、公園整備

計画策定業務を実施。整備方針や事業期間、概算工事費等を取

りまとめた基本計画を策定する。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

公園概要図  

公園位置図  

都市計画公園区域 

私学運動施設整備区域 

公園事業予定区域  

磯公園計画地  

米原駅  琵琶湖  
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報告案件３） 

都市計画法第 34 条第 11 号・第 12 号指定区域の見直しについて 

 

１ 都市計画法第 34 条第 11 号・第 12 号の概要 

・市街化調整区域は、市街化を抑制すべき区域とされ、許可し得る開発行為は限定されています

が、既存コミュニティの維持や社会経済情勢の変化への対応等を勘案し必要性が認められる開

発行為で、更なる市街化を促進するおそれがないと認められるものは、開発を許可しても差支

えないとされています。 

・本市では、条例により既存集落の区域を、一体的な日常生活圏を構成していると認められる地域

（都市計画法第 34条第 11 号・第 12号の指定区域・指定集落区域）として区域指定し、当区域

内では、自己居住用一戸建住宅および小規模な分譲宅地の開発を容認しています。 

・現在の指定区域は資料２－②のとおりです。 

法第 34条第 11号 
市街化区域から１㎞の範囲内で、建築物の敷地相互間の距離が原則とし

て 50ｍ以内でおおむね 50戸以上の建築物が連たんしている土地の区域 

法第 34条第 12号 

市街化区域から離れているものの、独立して一体的な日常生活圏を構成

しており、建築物の敷地相互間の距離が原則として 50ｍ以内でおおむね

50戸以上の建築物が連たんしている土地の区域 

 

２ 今回の見直しの概要 

・近年の激甚化、頻発化する災害を踏まえ、災害リスクの高いエリアにおける開発を抑制し、安全

なまちづくりを推進するため、令和２年６月10日に都市計画法の改正（令和４年４月１日施行）

が行われました。 

・本改正に伴い、現在の都市計画法第 34条第 11号、第 12号の指定区域から、新たに(１)～(５)

の区域を除外する必要があります。 

  (１)災害危険区域（本市の指定区域内では該当なし） 

  (２)地すべり防止区域（本市の指定区域内では該当なし） 

  (３)急傾斜地崩壊危険区域 

  (４)土砂災害特別警戒区域（レッドゾーン）、土砂災害警戒区域（イエローゾーン） 

(５)浸水想定区域のうち、洪水等により建物が倒壊、浸水し、住民等の生命に著しい危害が 

生ずるおそれがあると認められる区域（浸水ハザードエリア。想定最大規模で３ｍが目 

安） 

  (６)溢水、湛水、津波、高潮等による災害の発生のおそれのある土地の区域 

  (７)優良な集団農地の区域（青地農地等） 

  (８)優れた自然の風景を維持する区域（自然環境保全地域、緑地保全地域等） 

 

新規 
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３ スケジュール 

市議会委員会協議会 令和３年７月 21日 

市都市計画審議会 令和３年７月 30日（事前説明） 

自治会説明 令和３年８月から 10月 

市都市計画法に基づく開発許可

等の基準に関する条例の改正 

令和３年 12月 

（市議会定例会に条例改正案上程） 

市都市計画審議会 令和３年 12月（区域変更承認） 

指定区域の変更の告示 令和３年 12月 

改正都市計画法施行 令和４年４月１日 
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都市計画法第34条第11号・第12号　指定区域図

11号 長沢地区

12号 長沢地区

11号 宇賀野地区

11号 舟崎地区

11号 箕浦・高溝・顔戸地区
12号 世継地区

11号 飯地区

11号 岩脇地区
11号 多良地区

11号 朝妻・筑摩・磯地区

11号 上多良地区

11号 中多良地区

11号 下多良地区

12号 多良地区

12号 入江地区

11号 賀目山地区

11号 梅ヶ原地区

資料２－②
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報告案件４） 

湖北広域行政事務センター 新一般廃棄物処理施設の都市計画決定について 

 

 湖北広域行政事務センターが整備を予定している新一般廃棄物処理施設（熱回収施設、リサ

イクル施設および汚泥再生処理センター）は、建築基準法第 51 条の規定に基づき都市計画の

決定が必要となる都市施設に該当することから、都市計画を決定するものです。 

 

建築基準法第 51条 都市計画区域内においては、卸売市場、火葬場又はと畜場、汚物処理場、ごみ焼却場その

他政令で定める処理施設の用途に供する建築物は、都市計画においてその敷地の位置が決定しているもので

なければ、新築し、又は増築してはならない。ただし、特定行政庁が都道府県都市計画審議会(その敷地の位

置を都市計画に定めるべき者が市町村であり、かつ、その敷地が所在する市町村に市町村都市計画審議会が

置かれている場合にあつては、当該市町村都市計画審議会)の議を経てその敷地の位置が都市計画上支障がな

いと認めて許可した場合又は政令で定める規模の範囲内において新築し、若しくは増築する場合においては、

この限りでない。 

 

 当該施設は、長浜市内に位置しますが、本市域を処理区域に含む施設であることから、彦根

長浜都市計画および米原東北部都市計画のそれぞれにおいて都市施設ごとに決定します。 

■彦根長浜都市計画汚物処理場の変更（米原市決定） 

名  称 
位置 面 積 

都市計画区域名 番号 汚物処理場名 

彦根長浜 ２ 湖北広域行政事務センター 汚泥再生処理センター 
長浜市 

木尾町 
約 34,500㎡ 

■彦根長浜都市計画ごみ焼却場の変更（米原市決定） 

名  称 
位 置 面 積 

都市計画区域名 番号 ごみ焼却場名 

彦根長浜 ３ 湖北広域行政事務センター 熱回収施設 
長浜市 

木尾町 
約 34,500㎡ 

■彦根長浜都市計画ごみ処理場の決定（米原市決定） 

名  称 
位 置 面 積 

都市計画区域名 番号 ごみ処理場名 

彦根長浜 １ 湖北広域行政事務センター リサイクル施設 
長浜市 

木尾町 
約 34,500㎡ 

■米原東北部都市計画汚物処理場の変更（米原市決定） 

名  称 
位 置 面 積 

都市計画区域名 番号 汚物処理場名 

米原東北部 ２ 湖北広域行政事務センター 汚泥再生処理センター 
長浜市 

木尾町 
約 34,500㎡ 

■米原東北部都市計画ごみ焼却場の変更（米原市決定） 

名  称 
位 置 面 積 

都市計画区域名 番号 ごみ焼却場名 

米原東北部 ３ 湖北広域行政事務センター 熱回収施設 
長浜市 

木尾町 
約 34,500㎡ 

■米原東北部都市計画ごみ処理場の変更（米原市決定） 

名  称 
位 置 面 積 

都市計画区域名 番号 ごみ処理場名 

米原東北部 ２ 湖北広域行政事務センター リサイクル施設 
長浜市 

木尾町 
約 34,500㎡ 
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位置図 
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 今後の予定 

令和３年 12月（予定） 米原市都市計画審議会（諮問） 

令和３年 12月下旬 県知事本協議 

令和４年３月 都市計画の決定・変更（告示） 

 

凡例 

    決定区域 

上段　容積率

中段　地域名称

下段　建ぺい率

第一種低層住居専用地域

第ニ種低層住居専用地域

第一種中高層住居専用地域

第一種中高層住居専用地域

第ニ種中高層住居専用地域

第一種住居地域

第二種住居地域

近隣商業

商業地域

準工業地域

工業地域

工業専用地域

田園居住地区

幹線道路沿道指定地区A型

幹線道路沿道指定地区B型

地域産業誘導地区

凡　例

　　用　途　種　類

名 称：湖北広域行政事務センター 

新一般廃棄物処理施設 

面 積：約 3.45ｈａ 

位 置：長浜市木尾町 

凡例 

    決定区域 

名 称：湖北広域行政事務センター 

新一般廃棄物処理施設 

面 積：約 3.45ｈａ 

位 置：長浜市木尾町 
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